
































































は、上記特段の事情がない限り、旧商法２６条 １ 項［会２２条 １ 項］の類推適用により、会員が譲渡人
に交付した預託金の返還義務を負うものと解するのが相当である。」
（ 3 ）
（ 4 ）（ 5 ）
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となっているが（本件会社分割に適用される旧商法においては、同法３７４条 ２ 項 ５ 号、３７４条の ２第














































































































































































































































































































割当は、会社法第 ２ 章株式第 5 節株式の併合等第 3 款株式無償割に置かれ、募集株式発行差止請求







ていない。形式的には、新株予約権無償割当は、第 3 章新株予約権第 ６ 節新株予約権無償割当てに























































































































































































































































































































































































































































































































































































５4年 ２ 月２３日第二小法廷判決・民集３３巻 １ 号１２５頁参照）。水産業協同組合法３７条 ２ 項と同旨の定め











































































（ １ ） 実質的ではない追加改正は、信託法の改正に伴うものである。例えば、会社法１54条の ２ や、会
社法２7２条の ２ である。








（ 3 ） こうした判例規範の展開については、拙稿「企業外観と商法２６条」中京法学37巻 3 ・ 4 号5１頁以
下で詳細に検討している。
（ 4 ） 最判平成１６年 ２ 月２０日最高裁判所民事判例集58巻 ２ 号3６7頁。太字・下線は、筆者。もちろん、旧
商法２６条 １ 項の類推適用の事例であるが、会社法時代の会社法２２条 １ 項の類推適用判例規範の幕開
けを告げるものである。なお、この判例が出た当初は、ゴルフ会員権の預託金返還請求事件であっ
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（ ６ ）　最高裁も、早くから、類推適用を承認していた（最判昭和47年 3 月 ２ 日最高裁判所民事判例集２
６巻 ２ 号１83頁）。




（ 8 ） 判旨の中で、会社分割という制度が実質的に事業譲渡と異ならない、いかに皮相的な組織法的法
制であるかを説示している。




















（１4） 東京地裁平成 5 年 9 月１６日最高裁判所民事判例集54巻 ６ 号１798頁。太字・下線は、筆者。
（１5） 東京高判平成 7 年 9 月２６日最高裁判所民事判例集54巻 ６ 号１8１２頁。太字・下線は、筆者。
（１６） この最判の前には、バブル期の銀行取締役の経営判断についての最高裁判例であるが、金融機関
という特別な事業体に関するものであり、経営判断原則一般の判例規範とは評価できない（最判平
成２１年１１月 9 日最高裁判所刑事判例集６3巻 9 号１１１7頁。）。




（１9） 最判平成 9 年 １ 月２8日最高裁判所民事判例集5１巻 １ 号7１頁、最判平成 5 年１２月１６日最高裁判所民
事判例集47巻１０号54２3頁。
（２０） 最判平成２4年 4 月２4日最高裁判所民事判例集６６巻 ６ 号２9０8頁。太字・下線は、筆者。
（２１） 前注。
（２２） 東京地決平成１9年 ６ 月２8日最高裁判所民事判例集６１巻 5 号２２43頁。太字・下線は、筆者。
（２3） 最決平成１9年 8 月 7 日最高裁判所民事判例集６１巻 5 号２２１5頁。太字・下線は、筆者。
（２4） 大阪地判平成１２年 9 月２０日金融・商事判例１１０１号 3 頁。
（２5） 相澤哲・編著『立法担当者による新・会社法の解説』別冊商事法務２95号１２１頁。
（２６） 最判平成２１年 7 月 9 日最高裁判所裁判集民事２3１号２4１頁。
（２7） 最決平成２3年 4 月１9日最高裁判所民事判例集６5巻 3 号１3１１頁。太字・下線は、筆者。
（２8） 最決平成２3年 4 月２６日最高裁判所裁判集民事２3６号5１9頁。太字・下線は、筆者。
（２9） 最決平成２7年 3 月２６日最高裁判所民事判例集６9巻 ２ 号3６5頁。太字・下線は、筆者。
（3０） 最決平成２7年 ２ 月１9日最高裁判所民事判例集６9巻 １ 号5１頁。太字・下線は、筆者。
（3１） 最判平成２7年 ２ 月１9日最高裁判所民事判例集６9巻 １ 号２5頁。
（3２） 法制審議会会社法制部会第１8回会議記事録35頁における静正樹委員、中東正文幹事の発言。
（33） 最決平成２4年 3 月２8日最高裁判所民事判例集６６巻 5 号２344頁。太字・下線は、筆者。
（34） 最決平成２２年１２月 7 日最高裁判所民事判例集６4巻 8 号２００3頁。太字・下線は、筆者。
（35） 最判平成２8年 １ 月２２日最高裁判所民事判例集7０巻 １ 号84頁。太字・下線は、筆者。
（3６） 東京高決平成２０年 ６ 月１２日金融・商事判例１２95号１２頁。太字・下線は、筆者。
